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ひびき灘開発株式会社 

 

Ⅰ 法人の概要（令和 8年 4月 1日現在） 

 1  所在地 

    北九州市若松区久岐の浜 1番 9号 

 2  設立年月日 

    昭和 48年 2月 21日 

 3  代表者 

    代表取締役社長  田中 規雄 

 4  資本金 

    1,365,500千円 

 5  北九州市の出資金 

    670,000千円（出資の割合 49.1％） 

 6  役職員数 

  
人    数 

合 計 うち本市からの派遣 うち本市退職者 うちその他 

役 員 13人 0人 2人 11人 

 
常 勤 4人 0人 2人 2人 

非常勤 9人 0人 0人 9人 

社 員 39人 0人 2人 37人 

     

 7  団体のミッション 

市民生活・企業の産業活動を長期安定的に支援するため、廃棄物処分事業のあり方について、次

期処分場を含め、方針を検討し着実に準備を進めていく。 

また、廃棄物処理事業により造成された土地について、土地の利活用に繋がる各種施策を提案し、

地域の特性を活かした土地の利活用を更に推進することで、市と連携を図りながら市内の企業活動

の活性化に寄与する。 

 

Ⅱ 令和 7 年度事業実績 

当期（令和 7 年 4 月 1 日～令和 8 年 3 月 31 日）におけるわが国経済は、雇用や所得環境の改

善を背景に緩やかな回復基調で推移している。一方、海外では中東地域をめぐる情勢や米国の通

商政策をめぐる動向、また国内ではエネルギーコストや円安等による原材料価格の高騰により物

価上昇の影響が懸念され、先行きは不透明な状況が続いている。 

日本銀行北九州支店の金融経済概況においては、当社経営に影響を及ぼす鉄鋼業の生産動向は

小幅に増加し、設備投資や公共投資も増加しており、北九州地区の経済は緩やかに回復している。 

こうした状況のなか、当社の廃棄物処理事業については、排出事業者の再資源化の推進により



産業廃棄物の搬入量が漸減傾向にあることや株主企業のスポット産業廃棄物搬入量の減少及び

公共処分場の産業廃棄物受入制限により搬入量が減少した一方、石炭灰の搬入量が大幅に増加し

たことから、前期を上回る搬入量となった。 

当期の搬入量は、産業廃棄物・土砂をあわせた自社部門の合計が 789 千トンで、前期より 60

千トン（8％）増加、受託部門は、合計 60 千トンで、前期より 50 千トン（46％）減少した。全

体では 849千トンを受入れ、前期より 9千トン（1％）増加した。 

廃棄物処理収入については 34億 97百万円で、産業廃棄物の搬入量は増加したものの、受入単

価の高い産業廃棄物の減少により、前期より 3億 97 百万円（10％）減少した。 

土地分譲については、前期は大規模な分譲契約が成立し、12 億 20 百万円の売却収入があった

が、当期の分譲実績はなかった。 

また、その他事業収入については、太陽光発電事業の売電収入が 1億 2百万円、Ｒ１号倉庫の

賃貸収入が 23 百万円、土地賃貸収入が 68 百万円となり、その合計は 1 億 94 百万円で、前期に

比べ 7百万円（4％）増加した。 

以上により、売上高の合計は 36億 91百万円となり、前期に比べ 16億 10百万円（30％）減少

した。 

費用面では、公共処分場の産業廃棄物受入制限に伴う費用の減少及び販売用土地売上原価の計

上がなかったことなどにより、売上原価は前期より 10億 74百万円（37％）減少した。 

経常利益は 16億 72百万円となり、前期より 5億 42 百万円（25％）減少した。 

以上の結果、当期純利益は 11 億 26 百万円となり、前期より 4 億 21 百万円（27％）減少し、

前期比において減収減益となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ 令和7年度決算 

1 貸 借 対 照 表（総括表） 

                           令和8年3月31日現在（単位：円） 

資   産   の   部 負   債   の   部 

科       目 金     額 科       目 金     額 

  流 動 資 産   12,001,330,533   流 動 負 債   474,312,238  

  現金及び預金   7,278,966,451   買掛金   55,078,991 

  売掛金   283,767,096   未払金   79,527,548 

  販売用土地   2,969,589,807   未払法人税等   231,232,774 

  仕掛土地   1,449,091,245   未払消費税等   40,201,400  

  その他  19,915,934   前受金   40,410,326 

        賞与引当金   18,963,720  

     その他  8,897,479 

                

  固 定 資 産   9,003,906,161    固 定 負 債   429,676,109  

  （有形固定資産）   (3,906,155,960)   退職給付引当金   146,364,881  

  建物   297,704,067   役員退職慰労引当金   2,200,000  

  構築物   1,796,447,747    繰延税金負債   199,606,428  

  機械及び装置   116,785,716    その他   81,504,800  

  船舶   452,602,591         

  工具器具備品   25,076,884              

  土地   1,215,824,955    負 債 合 計   903,988,347  

  建設仮勘定  1,714,000 純  資  産  の  部 

  （無形固定資産）   (21,863,643)  科       目 金     額 

  ソフトウェア   16,981,832    株 主 資 本   20,327,663,033  

  その他   4,881,811   資 本 金   1,365,500,000  

  （投資その他の資産）   (5,075,886,558)    利 益 剰 余 金   18,962,163,033  

  投資有価証券   3,570,915,001       その他利益剰余金   18,962,163,033  

  関係会社出資金   51,000,000         特定災害防止準備金   809,208,782  

  長期貸付金   118,078,687      別途積立金   4,000,000,000  

  特定災害防止準備積立金   1,325,465,000       繰越利益剰余金   14,152,954,251  

  その他   128,506,557    評価・換算差額等   △ 226,414,686  

  貸倒引当金   △ 118,078,687    その他有価証券評価差額金   △ 226,414,686  

              

          純 資 産 合 計   20,101,248,347  

  資 産 合 計   21,005,236,694    負債・純資産合計   21,005,236,694  

 



2 損 益 計 算 書（総括表） 

自 令和7年4月1日 

至 令和8年3月31日（単位：円） 

科             目 金            額 

  売上高               

    廃棄物処理収入     3,497,564,327       

    その他事業収入     194,337,358   3,691,901,685   

  売上原価               

    廃棄物処理原価     1,743,523,368       

    その他事業原価     69,812,762   1,813,336,130   

      売上総利益       1,878,565,555   

         

  販売費及び一般管理費           312,354,431   

      営業利益       1,566,211,124 
 
  

         

  営 業 外 収 益               

    受取利息配当金     9,381,780       

    有価証券利息     35,309,494       

    貸倒引当金戻入益     760,362       

    雑収益     61,005,976   106,457,612   

         

  営 業 外 費 用             

  

  

  固定資産除却損   88,357    

    雑損失     151,083   239,440   

      経常利益       1,672,429,296   

         

      税引前当期純利益       1,672,429,296   

      法人税、住民税及び事業税   526,249,863      

      法人税等調整額   19,606,419   545,856,282   

  
 

    
当  期  純  利 益 

 

 

 

 
 

      1,126,573,014 
 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅳ 令和8年度事業計画 

令和8年度の売上高については、35億61百万円を見込んでいる。 

収入の主体となる自社の廃棄物搬入量については、排出企業とのヒアリングを踏まえた結果58万7

千トンで、収入金額としては29億40百万円となる。 

受託部門は、北九州市環境局の計画量により 5 万 9 千トンで、廃棄物処理収入は 2 億 74 百万円と

なる。 

以上により、廃棄物処理収入は 32億 14百万円となる。 

販売用土地売上高は、中期事業計画に掲げた面積 7.5千㎡の売却を目標とし、1億 65百万円を計上

している。 

その他事業収入については、Ｒ１号倉庫等の賃貸収入 23百万円、太陽光発電事業の売電収入 90百

万円、１号地および２号地土地賃貸収入 68百万円の合計で 1億 81百万円を計上している。 

売上原価については、18億 16百万円を見込んでいる。 

このうち、廃棄物処理原価は 15億 98百万円となる。 

販売用土地売上原価は、7.5千㎡の売却に相当する分譲地の帳簿価額を計上している。 

その他事業原価は、Ｒ１号倉庫等の賃貸収入の原価 16 百万円、太陽光発電事業の売電収入の原価

38百万円、１号地および２号地土地賃貸収入の原価 14百万円の合計 68百万円となる。 

結果、差引きの売上総利益は、17億 44百万円となる。 

販売費及び一般管理費は 3億 57百万円となる。 

この結果、営業利益は 13億 87百万円となる。営業外収益、営業外費用、法人税等を控除した当期

純利益は、9億 98百万円となる。中期経営計画の事業収支計画で掲げた純損益については、達成する

見込である。 

また、工事予算については、合計で 78 百万円を予定している。内訳は、響灘西部廃棄物処分場の

排水処理施設の設備改修費用として 20 百万円。電源開発㈱との共同埋立事業関連として 50 百万円。

社内業務デジタル化関連費用として 3 百万円。太陽光発電事業の機器整備費用として 5 百万円を計上

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅴ 令和 8 年度予算 

予定損益計算書 

   自 令和8年4月1日 

                         至 令和9年3月31日（単位：千円） 

科     目 金     額 

 売 上 高   

   廃 棄 物 処 理 収 入 3,214,812          

   販 売 用 土 地 売 上 高         165,000   

   そ の 他 事 業 収 入 181,368 3,561,180 

 売 上 原 価   

   廃 棄 物 処 理 原 価 1,598,735  

   販 売 用 土 地 売 上 原 価          149,100   

   そ の 他 事 業 原 価 68,778           1,816,613 

   売 上 総 利 益  1,744,567 

   

 販売費及び一般管理費  357,007 

   営 業 利 益  1,387,560 

   

 営 業 外 収 益   

   受 取 利 息 配 当 金 5,077                

   有 価 証 券 利 息 37,243  

   雑 収 益 23,856       66,176 

   

 営 業 外 費 用   

   雑 損 失 597 597 

   経 常 利 益  1,453,139 

   

   税 引 前 当 期 純 利 益  1,453,139 

   法人税、住民税及び事業税 454,833 454,833 

   当 期 純 利 益  998,306 

 

 

 

 

 

 



 

Ⅵ 役 員 名 簿 等 

  1 役 員 名 簿 

令和 8年 7月 1日現在 

役 職 名 氏   名 備      考 

代表取締役社長 田 中 規 雄  

代表取締役専務 塩 塚 博 志  

常 務 取 締 役 中 村 健 一 事業部担当 

取 締 役 倉 富  樹 一 郎 北九州市港湾空港局長 

〃 木 下 孝 則 北九州市環境局長 

〃 山 口 博 由 北九州市産業経済局企業誘致・農林水産担当理事 

〃 久 田 裕 彦 日本製鉄株式会社九州製鉄所 総務部長 

〃 佐 伯  理 一 朗 ＡＧＣ株式会社北九州事業所長 

〃 浅 海 晴 久 三菱ケミカル株式会社九州事業所 企画管理部長 

〃 吉 田 州 伸 
電源開発株式会社若松総合事業所 所長補佐 
兼若松研究所 所長補佐 

〃 今 川 卓 也 
日本コークス工業株式会社 
コークス事業部北九州事業所長 

常 勤 監 査 役 河 合 勝 彦  

監 査 役 林 田 知 起 株式会社福岡銀行北九州本部 副本部長 

〃 中 谷 幸 治 株式会社みずほ銀行北九州支店 公金部長 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 市との特命随意契約の状況（令和７年度実績） 

市からの特命随意契約による委託の状況 左のうち政策連携団体からの再委託の状況 

委託業務名 

委託 

金額 

(千円) 

特命理由 
再委託の 

業務内容 

委託 

金額 

(千円) 

契約相手 契約方法 
特命随意契約の 

場合その理由 

令和 7 年度一

般廃棄物の

埋立処分等

業務委託（長

期継続契約） 

205,829 

業務履行場所である響灘西

地区廃棄物処分場（以下「西地

区処分場」という。）では、一

般廃棄物、土砂に加え、市内中

小企業から排出される産業廃

棄物についても併せて埋立処

分を行っているため、本業務の

委託先は、本市の産業廃棄物最

終処分業（埋立処分）の許可を

有する必要がある。当該許可を

有し、且つ同様の海面埋立方式

の管理型最終処分場を運営し

ている市内業者は、ひびき灘開

発株式会社（以下「ＨＫＫ」と

いう。）のみである。 

また、当該処分場には、計量

所、料金所、廃棄物受入システ

ムを有していないため、隣接す

る響灘西部廃棄物処分場（ＨＫ

Ｋ所有）で使用している計量所

等の施設を使用（共用）しなけ

れば、当該業務の履行が困難で

ある。 

埋立管理及び

臨時業務 
68,513 

ひ び き 灘

業 務 共 同

企業体 

随意契約 

（特命） 

大型特殊車両を

有しており、経済

的に有利なため 

常駐警備業務

（処分場） 
9,794 

㈱ セ キ ュ

リ テ ィ ー

しらしま 

指名競争 

入札 
 

機械警備業務

（処分場） 
217 

綜 合 警 備

保障㈱ 

随意契約 

（特命） 

設備設置業者の

ため、経済的に有

利 

排水処理施設

保守点検業務

（処分場） 

2,453 誠進工業 
随意契約 

（見積合せ） 
 

計測機器保守

点検業務（排

水処理施設） 

744 ㈱旺計社 
随意契約 

（見積合せ） 
 

   
消防用設備法

定点検業務 
22 

ヨ シ ナ ガ

防災設備 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

空調機・換気

扇点検清掃業

務（排水処理

施設） 

7 
㈱ レ イ ン

ズ 

指名競争 

入札 
 

   

返送汚泥ピッ

ト 浚 渫 業 務

（排水処理施

設） 

89 

ひ び き 灘

業 務 共 同

企業体 

随意契約 

（特命） 

大型特殊車両を

有しており、経済

的に有利なため 

   

公共２区画取

水ポンプ オ

ーバーホール

業務 

1,416 

機 動 メ ン

テ ナ ン ス

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

２区画取水ポ

ンプ用筏維持

管理補修業務 

2,112 
豊 誠 工 業

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

返送ポンプ分

解整備及び吐

出配管改修業

務 

1,672 
豊 誠 工 業

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

No.2 中和槽

pH計変換器基

盤 補 修 業 務

（排水処理施

設） 

170 ㈱旺計社 
随意契約 

（見積合せ） 
 



市からの特命随意契約による委託の状況 左のうち政策連携団体からの再委託の状況 

委託業務名 

委託 

金額 

(千円) 

特命理由 
再委託の 

業務内容 

委託 

金額 

(千円) 

契約相手 契約方法 
特命随意契約の 

場合その理由 

   
浄化槽維持管

理業務 
162 

前 田 環 境

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

陸上ポンプオ

ーバーホール

業務（排水処

理施設） 

872 
ナ カ オ 産

業㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

薬品ポンプ更

新業務（排水

処理施設） 

2,421 
第 一 電 設

工業㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   

エア供給配管

資材入替業務

（排水処理施

設） 

189 誠進工業 
随意契約 

（特命） 

緊急対応が必要

であり、早急な補

修対応が可能で

あったため 

   

活性炭吸着設

備制御更新業

務（排水処理

施設） 

6,127 
第 一 電 設

工業㈱ 

指名競争 

入札 
 

   碍子清掃業務 132 
㈱ 岡 島 電

機 

随意契約 

（特命） 

緊急対応が必要

であり、早急な対

応が可能であっ

たため 

   

防災情報伝達

システム年間

点検業務 

198 
㈱ ネ ッ ト

クライム 

随意契約 

（特命） 

当システム構築

業者であり、構成

内容を熟知し、緊

急対応が可能な

ため 

   
響灘地区航空

写真撮影業務 
467 

九 州 航 空

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   
場内水採水業

務（処分場） 
660 

日 本 ジ タ

ン㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   
２区画場内水

分析業務 
1,415 

日 鉄 テ ク

ノ ロ ジ ー

㈱ 

指名競争 

入札 
 

   

トラックスケ

ール定期検査

業務（法定） 

313 
東 洋 精 工

㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 

   
監視カメラ年

次点検業務 
27 

㈱ ネ ッ ト

クライム 

随意契約 

（特命） 

カメラの設置業

者であり、システ

ム構成を熟知し

ているため 

   
気象観測装置

年次点検業務 
82 ㈱測研 

随意契約 

（特命） 

装置の開発及び

販売元であり、シ

ステム構成を熟

知しているため 

   
２区画埋立容

量調査業務 
2,475 

日 本 ジ タ

ン㈱ 

随意契約 

（見積合せ） 
 



市からの特命随意契約による委託の状況 左のうち政策連携団体からの再委託の状況 

委託業務名 

委託 

金額 

(千円) 

特命理由 
再委託の 

業務内容 

委託 

金額 

(千円) 

契約相手 契約方法 
特命随意契約の 

場合その理由 

   
業務基幹シス

テム保守 
2,939 

㈱ ソ ル ネ

ット 

随意契約 

（特命） 

シ ス テ ム の 設

計・開発業者であ

り、他社でシステ

ムの運用保守に

適した会社が存

在しないため 

産業廃棄物

処理業務委

託 

4,550 

 本業務は、下水処理で発生す

る汚泥（産業廃棄物）のうち、

沈砂を洗浄したもの（洗砂）を

最終処分場で埋立処分を行な

うものであり、産業廃棄物処分

業の処理業者が業務を行なう

ことが法律上義務付けられて

いる。 

 現在、県内で対象となる事業

者は５社であるが、うち今回処

理を委託する汚泥を受け入れ

るのは、ひびき灘開発（株）１

社のみである。 

 以上から、ひびき灘開発（株）

に特命随意契約するもの。 

再委託なし 

合 計 210,379  合 計 105,688  

 

 

 

 

 


